
◎建築物の耐震改修の促進に関する法律の一部を改正する法律 
（平成一七年一一月七日法律第一二〇号）   

一、提案理由（平成一七年一〇月一四日・衆議院国土交通委員会） 

○北側国務大臣 ただいま議題となりました建築物の耐震改修の促進に関する法律の一

部を改正する法律案の提案理由につきまして御説明申し上げます。 

 我が国におきましては、昨年十月には新潟県中越地震、そして本年三月には大規模地

震の発生の可能性が低いと言われていた福岡県でも福岡県西方沖地震が発生するなど、

大規模地震はいつどこで発生してもおかしくない状況にございます。また、東海地震、

東南海・南海地震、首都直下地震など、甚大な被害をもたらす大規模地震が発生する可

能性についても指摘をされております。 

 このように、大規模地震が切迫する状況にある中、想定されております被害を未然に

防止するためには、国家的課題として、建築物の耐震改修を強力に推進していくことが

不可欠であり、一刻も早く所要の施策を講じていく必要があります。 

 このような趣旨から、このたびこの法律案を提案することとした次第です。 

 次に、この法律案の概要について御説明申し上げます。 

 第一に、国土交通大臣は、建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための基本方

針を定めることとしております。 

 第二に、都道府県は、基本方針に基づき、当該都道府県の区域内の建築物の耐震診断

及び耐震改修の促進を図るための施策等を記載した都道府県耐震改修促進計画を定める

こととしております。 

 第三に、所有者に耐震改修を行う努力義務等が課せられる特定建築物の範囲を拡大し、

地震によって倒壊した場合に道路の通行を妨げ、多数の者の円滑な避難に支障となるお

それがある一定の建築物等を追加することとしております。 

 第四に、所管行政庁による指示の対象となる特定建築物に、小学校、老人ホーム等を

追加するとともに、特定建築物の所有者が指示に従わなかったときは、その旨を公表す

ることができることとしております。 

 第五に、認定建築物である特定建築物の耐震改修に必要な資金の貸し付けについて、

耐震改修支援センターが債務保証を実施することとしております。 

 その他、これらに関連いたしまして、所要の規定の整備を行うこととしております。 

 以上が、この法律案を提案する理由です。 

 この法律案が速やかに成立いたしますよう、御審議をよろしくお願い申し上げます。 

二、衆議院国土交通委員長報告（平成一七年一〇月二〇日） 

○林幹雄君 ただいま議題となりました法律案につきまして、国土交通委員会における

審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、建築物の耐震改修の一層の促進を図るため、所要の措置を講じようとするも

ので、その主な内容は、 



 第一に、国土交通大臣は、建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための基本的

な方針を定めなければならないこと、 

 第二に、都道府県は、この基本的な方針に基づき、当該都道府県の区域内の建築物の

耐震診断及び耐震改修の促進を図るための計画を定めること、 

 第三に、耐震改修を促進すべき特定建築物の範囲を拡大し、措置を強化するとともに、

支援措置を拡充すること 

などであります。 

 本案は、去る十月十二日本委員会に付託され、十四日北側国土交通大臣から提案理由

の説明を聴取し、十八日質疑を行い、採決いたしました結果、全会一致をもって原案の

とおり可決すべきものと議決した次第であります。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一七年一〇月一八日） 

 政府は、本法の施行に当たっては、次の諸点に留意し、その運用について遺憾なきを

期すべきである。 

一 大規模地震の被害軽減対策を確実に実施するため、全国での建築物の耐震化の一層

の促進が図られるよう、都道府県、市町村等と連携協力して最大限の努力を行うこと。 

二 住宅、建築物の耐震化を効率よく促進させるためには、住宅、建築物の耐震性能や、

その性能を把握したり向上させる施策についての理解を深めることが重要であること

から、地方公共団体、関係機関との協力のもと、積極的に普及啓発を図ること。 

三 住宅の耐震化が適切に促進されるよう、住宅所有者等のための総合的な相談体制の

整備充実に努めること。 

四 住宅、建築物の耐震診断及び耐震改修を支援するため、補助、融資、税制等の助成

制度の一層の充実を図るよう努めること。 

五 都道府県耐震改修促進計画の策定に当たっては、都道府県の意欲と自主性を尊重し

つつ、区域内の建築物等の実情に合った実効性のあるものとなるよう、必要な技術的

指導、情報提供等の支援を行うこと。また、区域内の実情を把握する市町村の意見が

的確に反映されるよう配慮すること。 

六 耐震改修支援センターの指定に当たっては、客観性、透明性のある手続きに基づき、

資質、能力等を厳正に審査するとともに公募制の導入等も含めて検討し、債務保証の

あり方も含めて業務運営の健全性、透明性の確保に万全を期すること。 

三、参議院国土交通委員長報告（平成一七年一〇月二八日） 

○羽田雄一郎君 ただいま議題となりました法律案につきまして、国土交通委員会にお

ける審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、建築物の耐震改修の一層の促進を図るため、基本方針及び都道府県耐震

改修促進計画の策定、所管行政庁による指示等の対象となる特定建築物の範囲の拡大、



耐震改修支援センターによる改修に必要な資金貸付けに係る債務保証の実施等の措置を

講じようとするものであります。 

 委員会におきましては、耐震改修について、補助、融資、税制等国による支援措置の

強化、関係機関の施策の整合性と連携の確立、改修目標の徹底と地域防災意識の涵養、

学校、病院等の災害時応急対策拠点施設の耐震化促進等について質疑が行われましたが、

その詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終局し、採決の結果、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべきもの

と決定いたしました。 

 なお、本法律案に対し附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一七年一〇月一四日） 

 政府は、本法の施行に当たり、大規模地震の切迫性を深く認識し、次の諸点について

適切な措置を講じ、その運用に遺憾なきを期すべきである。 

一、住宅・建築物が国民生活の安全に深くかかわることにかんがみ、その所有者等に対

し耐震改修の必要性や効果について、地方公共団体、関係機関との協力のもと、積極

的に普及啓発を図ること。 

  また、悪質なリフォーム業者等による被害の未然防止を図るためにも、所有者等に

対する総合的かつ信頼性を有する相談体制の整備充実に努めること。 

二、都道府県耐震改修促進計画の策定において、都道府県の自主性を尊重しつつ、建築

物等の実情に合った実効性のある計画となるよう、必要な技術的指導、情報提供等に

万全を期すとともに、市町村の意見が的確に反映されるよう努めること。 

  あわせて、市町村においても耐震改修促進計画が策定されるよう特段の配慮をする

こと。 

三、住宅・建築物の耐震化の促進に支障が生じることのないよう、補助、融資、税制等

について効果的かつ継続的な耐震化支援制度の早急な整備充実を図ること。 

四、必要な耐震診断や耐震改修が行われていない特定建築物については、地震被害の甚

大性にかんがみ、効果的な方法で適時適切な公表を行うとともに、建築基準法の関係

規定の発動により、その耐震化の実効性を確保すること。なお、耐震診断及び耐震改

修が適切に実施されている場合であっても情報提供の在り方について検討すること。 

五、学校、病院等については、地域の災害時応急対策拠点となることにもかんがみ、目

標期間内にこれら施設の耐震化を迅速かつ確実に行うこと。 

六、耐震改修支援センターの指定に当たっては、客観性、透明性のある手続に基づき、

資質、能力等を厳正に審査するとともに公募制の導入等も含めて検討し、債務保証の

在り方も含めて健全性、透明性等を確保することにより国民の納得の得られる業務運

営を図ること。 

  また、耐震改修支援センターがいわゆる天下り機関等との指摘を受けることがない



よう配慮すること。 

七、住宅の売買及び賃貸借の契約に係る重要事項説明の中に、耐震診断の有無及び耐震

診断に基づく耐震性の状況について記載するよう検討すること。 

  なお、地震保険について、耐震診断、耐震改修に係る割引制度の在り方に関して関

係機関と調整を図りつつ早急に検討を進めること。 

  右決議する。 


